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 佐賀県財務規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成28年３月31日 

佐賀県知事  山  口  祥  義    

 佐賀県規則第23号 

   佐賀県財務規則の一部を改正する規則 

 佐賀県財務規則（平成４年佐賀県規則第35号）の一部を次のように改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

（定義） （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 本庁等 佐賀県行政組織規則（平成16年佐賀県規則第16号。

以下「組織規則」という。）第２条並びに第３条第１項及び第３

項から第６項までに規定する企画・経営グループ、課及び入札・

検査センター、出納局、教育委員会事務局、警察本部、監査委

員事務局、人事委員会事務局、労働委員会事務局並びに議会事

務局をいう。 

(1) 本庁等 佐賀県行政組織規則（平成28年佐賀県規則第20号。

以下「組織規則」という。）第３条第１項及び第３項から第５項

までに規定する課及び入札・検査センター、出納局、教育委員

会事務局、警察本部、監査委員事務局、人事委員会事務局、労

働委員会事務局並びに議会事務局をいう。 

(2) 本部長 佐賀県本部設置条例（平成16年佐賀県条例第２号）

第１条に規定する本部の長、出納局長、教育長、警察本部長、

監査委員事務局長、人事委員会事務局長、労働委員会事務局長

及び議会事務局長をいう（第３章を除く。）。 

(2) 部長 佐賀県部設置条例（平成28年佐賀県条例第９号）第１

条に規定する部の長、出納局長、教育長、警察本部長、監査委

員事務局長、人事委員会事務局長、労働委員会事務局長及び議

会事務局長をいう（第３章を除く。）。 

(3) 本庁等の各課 組織規則第２条、第３条第１項及び第３項か

ら第６項まで並びに第４条第２項に規定する企画・経営グルー

プ、課及びセンター、教育委員会事務局の企画・経営グループ

及び課、警察本部会計課、監査委員事務局、人事委員会事務局、

労働委員会事務局、議会事務局並びに特定の政策を推進するた

めの組織（ユニバーサル社会推進監及び組織規則第25条第１項

の規定により置かれた職にある者からなる組織、粒子線治療推

(3) 本庁等の各課 組織規則第３条第１項及び第３項から第５

項まで並びに第４条第２項に規定する課及びセンター、教育委

員会事務局の課、警察本部会計課、監査委員事務局、人事委員

会事務局、労働委員会事務局、議会事務局並びに特定の政策を

推進するための組織（有田焼創業400年事業推進監及び組織規則

第27条第１項の規定により置かれた職にある者からなる組織を

いう。）をいう。 
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改正前 改正後 

進監及び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、

有田焼創業400年事業推進監及び同項の規定により置かれた職

にある者からなる組織、コスメティック構想推進監及び同項の

規定により置かれた職にある者からなる組織、国際戦略推進監

及び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、観光

戦略推進監及び同項の規定により置かれた職にある者からなる

組織、経営支援本部における同項の規定により置かれた職にあ

る者からなる組織、政策監及び組織規則第26条第１項の規定に

より置かれた職にある者からなる組織並びに教育庁危機管理・

広報監及び佐賀県教育庁組織規則（昭和31年佐賀県教育委員会

規則第16号）第20条第１項の規定により置かれた職にある者か

らなる組織をいう。次号において「特定政策組織」という。）を

いう。 

(4) 本庁等の各課の長 組織規則第２条、第３条第１項及び第３

項から第６項まで並びに第４条第２項に規定する企画・経営グ

ループ、課及びセンターの長、ユニバーサル社会推進監、粒子

線治療推進監、有田焼創業400年事業推進監、コスメティック構

想推進監、国際戦略推進監、観光戦略推進監、教育委員会事務

局の企画・経営グループ及び課の長、警察本部会計課長、監査

委員事務局副事務局長、人事委員会事務局副事務局長、労働委

員会事務局総務調整課長、議会事務局総務課長、佐賀県本部設

置条例第１条に規定する本部の副本部長、文化・スポーツ部副

部長、国際・観光部副部長、生産振興部副部長、交通政策部副

部長、政策監並びに副教育長をいう。ただし、副本部長、文化・

スポーツ部副部長、国際・観光部副部長、生産振興部副部長、

交通政策部副部長、政策監及び副教育長については、特定政策

組織（ユニバーサル社会推進監及び組織規則第25条第１項の規

定により置かれた職にある者からなる組織、粒子線治療推進監

(4) 本庁等の各課の長 組織規則第３条第１項及び第３項から

第５項まで並びに第４条第２項に規定する課及びセンターの

長、有田焼創業400年事業推進監、教育委員会事務局の課の長、

警察本部会計課長、監査委員事務局副事務局長、人事委員会事

務局副事務局長、労働委員会事務局総務調整課長並びに議会事

務局総務課長をいう。 
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改正前 改正後 

及び同項の規定により置かれた職にある者からなる組織、有田

焼創業400年事業推進監及び同項の規定により置かれた職にあ

る者からなる組織、コスメティック構想推進監及び同項の規定

により置かれた職にある者からなる組織、国際戦略推進監及び

同項の規定により置かれた職にある者からなる組織並びに観光

戦略推進監及び同項の規定により置かれた職にある者からなる

組織を除く。）が置かれた場合に限る。 

(5) 部長 組織規則第３条第２項に規定する部の長をいう。 (5) 局長 組織規則第３条第２項に規定する局の長をいう。 

(6) 本庁等の各課の副課長 組織規則第22条第１項、第25条第１

項及び第26条第１項に規定する副課長、副センター長、教育委

員会事務局副課長、警察本部会計課課長補佐、監査委員事務局

副監査監、人事委員会事務局人事主幹、労働委員会事務局副課

長、議会事務局総務課副課長、世界遺産推進室長、就労支援室

長、地域医療体制整備室長、施設整備室長、水資源調整室長、

身近な移動手段確保推進室長、県立高校再編整備推進室長、特

別支援教育室長、保健体育室長並びに人権・同和教育室長をい

う。 

(6) 本庁等の各課の副課長 組織規則第24条第１項及び第27条

第１項に規定する副課長、副センター長、教育委員会事務局副

課長、警察本部会計課課長補佐、監査委員事務局副監査監、人

事委員会事務局人事主幹、労働委員会事務局副課長、議会事務

局総務課副課長、移住支援室長、身近な移動手段確保推進室長、

世界遺産推進室長、国民体育大会・全国障害者スポーツ大会準

備室長、地域包括ケア推進室長、就労支援室長、コスメティッ

ク構想推進室長、国際経済室長、施設整備室長、水資源調整室

長、県立高校再編整備推進室長、特別支援教育室長並びに人権・

同和教育室長をいう。 

(7)～(19) 略 (7)～(19) 略 

（事務委任） （事務委任） 

第３条 本部長、本庁等の各課の長及びかい
、、
（県外にあるものを除

く。）の長は、支出事務関係一覧表（別表第１）のＡ欄に定める金

額の範囲内における支出負担行為及びこれに伴う支出命令並びに

同欄に定める金額の範囲内の物品の取得及び処分並びにこれらに

伴う出納通知を行うものとする。ただし、本部長が行う支出負担

行為に伴う支出命令並びに物品の取得及び処分に伴う出納通知

は、当該事務を所掌する本庁等の各課の長が行うものとする。 

第３条 部長、本庁等の各課の長及びかい
、、
（県外にあるものを除く。）

の長は、支出事務関係一覧表（別表第１）のＡ欄に定める金額の

範囲内における支出負担行為及びこれに伴う支出命令並びに同欄

に定める金額の範囲内の物品の取得及び処分並びにこれらに伴う

出納通知を行うものとする。ただし、部長が行う支出負担行為に

伴う支出命令並びに物品の取得及び処分に伴う出納通知は、当該

事務を所掌する本庁等の各課の長が行うものとする。 
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改正前 改正後 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 本部長は、諸収入金に係る債権の不納欠損処分を行うものとす

る。 

４ 部長は、諸収入金に係る債権の不納欠損処分を行うものとする。 

５・６ 略 ５・６ 略 

（事務の再委任） （事務の再委任） 

第３条の２ 前条の規定により事務の委任を受けた者（県外にある

かい
、、
の長を除く。）は、その事務を集約化して行うことが事務の効

率化に資すると認めるときは、支出負担行為及び第117条の規定に

より行う監督、検査又は確認の事務を他の本部長、本庁等の各課

の長及びかい
、、
の長に行わせることができる。 

第３条の２ 前条の規定により事務の委任を受けた者（県外にある

かい
、、
の長を除く。）は、その事務を集約化して行うことが事務の効

率化に資すると認めるときは、支出負担行為及び第117条の規定に

より行う監督、検査又は確認の事務を他の部長、本庁等の各課の

長及びかい
、、
の長に行わせることができる。 

２ 略 ２ 略 

（専決等） （専決等） 

第３条の３ 部長は、別表第１のＡ欄の本部長の区分に係る支出負

担行為に関する事務のうち本部長が定める事務に関するものに限

り、その責任において常時決裁することができる。 

第３条の３ 局長は、別表第１のＡ欄の部長の区分に係る支出負担

行為に関する事務のうち部長が定める事務に関するものに限り、

その責任において常時決裁することができる。 

２ 略 ２ 略 

３ 部長、副課長並びに県立学校の統括事務長及び事務長は、前２

項の規定により常時決裁することができる事務のうち、特に上司

において了知しておく必要があると認められるもの又は上司の意

見を求めることが適当であると認められるものの処理に当たって

は、上司に報告し、意見を求め、又はその指示を受けて処理する

等の措置を講じ、事務の適正な処理に努めなければならない。 

３ 局長、副課長並びに県立学校の統括事務長及び事務長は、前２

項の規定により常時決裁することができる事務のうち、特に上司

において了知しておく必要があると認められるもの又は上司の意

見を求めることが適当であると認められるものの処理に当たって

は、上司に報告し、意見を求め、又はその指示を受けて処理する

等の措置を講じ、事務の適正な処理に努めなければならない。 

（職務代行） （職務代行） 

第５条 本部長、本庁等の各課の長又はかい
、、
の長（以下この条にお

いて「本部長等」という。）が不在のため本部長等の職務を行使す

ることができない場合において、他の規則その他の規程の規定に

第５条 部長、本庁等の各課の長又はかい
、、
の長（以下この条におい

て「部長等」という。）が不在のため部長等の職務を行使すること

ができない場合において、他の規則その他の規程の規定により部
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改正前 改正後 

より本部長等の職務を代決することができる者は、第３条及び第

100条第２項に掲げる事務については、急施を要する場合に限りこ

れを代行することができる。この場合において、代行者は、事後

速やかに、本部長等にその旨を報告しなければならない。 

長等の職務を代決することができる者は、第３条及び第100条第２

項に掲げる事務については、急施を要する場合に限りこれを代行

することができる。この場合において、代行者は、事後速やかに、

部長等にその旨を報告しなければならない。 

（かい
、、
の指定及び指定解除） （かい

、、
の指定及び指定解除） 

第６条 本部長は、現地機関等をかい
、、
に指定し、又はかい

、、
の指定を

解除する必要があるときは、当該現地機関等の名称、所在地及び

職員数、指定又は指定解除予定年月日、緊急支払店の名称並びに

指定又は指定解除の理由を記載した書類を、会計管理者を経て、

知事に提出しなければならない。 

第６条 部長は、現地機関等をかい
、、
に指定し、又はかい

、、
の指定を解

除する必要があるときは、当該現地機関等の名称、所在地及び職

員数、指定又は指定解除予定年月日、緊急支払店の名称並びに指

定又は指定解除の理由を記載した書類を、会計管理者を経て、知

事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の書類が提出された場合は、これを審査し、適当

であると認めるときは、その現地機関等をかい
、、
に指定し、又は指

定を解除するものとする。この場合において、知事は、その旨を

当該現地機関等に係る本部長及び関係指定金融機関に通知するも

のとする。 

２ 知事は、前項の書類が提出された場合は、これを審査し、適当

であると認めるときは、その現地機関等をかい
、、
に指定し、又は指

定を解除するものとする。この場合において、知事は、その旨を

当該現地機関等に係る部長及び関係指定金融機関に通知するもの

とする。 

（出納員の任命） （出納員の任命） 

第10条 税務課及び出納局にあっては職員、税務課及び出納局以外

の本庁等の各課にあっては庶務担当の係長の職（庶務担当の係長

を設置しない課にあっては、庶務に従事する係長に相当する職以

上の職）にある者、かい
、、
にあっては知事が公示して定める職にあ

る者は、出納員に任命されたものとする。 

第10条 税政課及び出納局にあっては職員、税政課及び出納局以外

の本庁等の各課にあっては庶務担当の係長の職（庶務担当の係長

を設置しない課にあっては、庶務に従事する係長に相当する職以

上の職）にある者、かい
、、
にあっては知事が公示して定める職にあ

る者は、出納員に任命されたものとする。 

２～５ 略 ２～５ 略 

（臨時の出納員の任命） （臨時の出納員の任命） 

第11条 庶務に従事する者で出納員の次席にあるものは、出納員に

事故があるとき、又は出納員が欠けたときは、出納員に任命され

たものとする。 

第11条 出納員に事故があるとき、又は出納員が欠けたときは、庶

務に従事する者で出納員の次席にあるものは、出納員に任命され

たものとする。ただし、これにより難い場合は、知事が別に定め
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改正前 改正後 

る者を出納員に任命することができる。 

２ 略 ２ 略 

（予算編成方針の通知） （予算編成方針の通知） 

第18条 経営支援本部長は、知事の定める翌年度の予算編成方針を

本部長（佐賀県本部設置条例第１条に規定する本部の長、出納局

長、副教育長の補助執行に関する規程（平成27年佐賀県訓令甲第

２号）第１号に掲げる事務を補助執行させることとされた副教育

長、警察本部長、監査委員事務局長、人事委員会事務局長、労働

委員会事務局長及び議会事務局長をいう。以下この章において同

じ。）に通知するものとする。 

第18条 総務部長は、知事の定める翌年度の予算編成方針を部長（佐

賀県部設置条例第１条に規定する部の長、出納局長、副教育長の

補助執行に関する規程（平成27年佐賀県訓令甲第２号）第１号に

掲げる事務を補助執行させることとされた副教育長、警察本部長、

監査委員事務局長、人事委員会事務局長、労働委員会事務局長及

び議会事務局長をいう。以下この章において同じ。）に通知するも

のとする。 

（予算の見積り） （予算の見積り） 

第19条 本部長は、予算編成方針に基づき、その所掌に係る事務に

ついて次に掲げる書類その他知事が必要と認める資料を作成し、

経営支援本部長に提出しなければならない。 

第19条 部長は、予算編成方針に基づき、その所掌に係る事務につ

いて次に掲げる書類その他知事が必要と認める資料を作成し、総

務部長に提出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

（予算に関する説明書） （予算に関する説明書） 

第20条 本部長は、別に定める期日までに、予算に関する説明書の

資料として、次に掲げる調書を経営支援本部長に提出しなければ

ならない。 

第20条 部長は、別に定める期日までに、予算に関する説明書の資

料として、次に掲げる調書を総務部長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

（予算案の決定） （予算案の決定） 

第21条 経営支援本部長は、第19条の規定により提出された予算見

積書の内容について必要な調整を行い、知事の決定を受けなけれ

ばならない。 

第21条 総務部長は、第19条の規定により提出された予算見積書の

内容について必要な調整を行い、知事の決定を受けなければなら

ない。 

２ 経営支援本部長は、前項の決定があった場合において、歳出予

算の各項の経費について金額の流用を必要とすることが予測され

２ 総務部長は、前項の決定があった場合において、歳出予算の各

項の経費について金額の流用を必要とすることが予測されるとき
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るときは、その事項に関し知事の決定を受けなければならない。 は、その事項に関し知事の決定を受けなければならない。 

３ 経営支援本部長は、前２項の規定により予算案が決定したとき

は、直ちに、これを統括本部長に送付しなければならない。 

３ 総務部長は、前２項の規定により予算案が決定したときは、直

ちに、これを政策部長に送付しなければならない。 

４ 統括本部長は、前項の規定により予算案の送付を受けたときは、

直ちに、これを議会に提出する手続をとらなければならない。 

４ 政策部長は、前項の規定により予算案の送付を受けたときは、

直ちに、これを議会に提出する手続をとらなければならない。 

（成立予算の通知） （成立予算の通知） 

第23条 統括本部長は、予算が成立したときは、直ちに、その内容

を本部長に通知するものとする。 

第23条 政策部長は、予算が成立したときは、直ちに、その内容を

部長に通知するものとする。 

（執行計画書の作成） （執行計画書の作成） 

第24条 本部長は、前年度の３月31日までに、歳入歳出予算執行計

画書を作成しなければならない。 

第24条 部長は、前年度の３月31日までに、歳入歳出予算執行計画

書を作成しなければならない。 

（執行計画の変更） （執行計画の変更） 

第25条 本部長は、補正予算が成立したとき、その他やむを得ない

理由により執行計画を変更する必要があるときは、歳入歳出予算

執行変更計画書を作成しなければならない。 

第25条 部長は、補正予算が成立したとき、その他やむを得ない理

由により執行計画を変更する必要があるときは、歳入歳出予算執

行変更計画書を作成しなければならない。 

（歳出予算の流用） （歳出予算の流用） 

第32条 略 第32条 略 

２ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、前項の規定により歳出予算

の流用の決定を受けたときは、直ちに、歳出予算流用書を作成し、

これに歳出予算流用計算書の写しを添えて、経営支援本部長に提

出しなければならない。 

２ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、前項の規定により歳出予算

の流用の決定を受けたときは、直ちに、歳出予算流用書を作成し、

これに歳出予算流用計算書の写しを添えて、総務部長に提出しな

ければならない。 

（予備費の支出） （予備費の支出） 

第33条 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、予備費の充用を必要と

するときは、予備費充用要求書を経営支援本部長に提出しなけれ

ばならない。 

第33条 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、予備費の充用を必要と

するときは、予備費充用要求書を総務部長に提出しなければなら

ない。 
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２ 経営支援本部長は、前項の規定により予備費充用要求書が提出

されたときは、その内容を審査して必要な調整を行ったうえで知

事の決裁を受け、その結果を本庁等の各課の長及びかい
、、
の長に予

備費充用通知書により通知しなければならない。 

２ 総務部長は、前項の規定により予備費充用要求書が提出された

ときは、その内容を審査して必要な調整を行ったうえで知事の決

裁を受け、その結果を本庁等の各課の長及びかい
、、
の長に予備費充

用通知書により通知しなければならない。 

（特別会計への弾力条項の適用） （特別会計への弾力条項の適用） 

第34条 本庁等の各課の長は、地方自治法（昭和22年法律第67号。

以下「法」という。）第218条第４項の規定に基づいて弾力条項の

適用を受けることができる特別会計について、予算外の支出を行

う必要があると認めるときは、弾力条項適用見積書を経営支援本

部長に提出しなければならない。 

第34条 本庁等の各課の長は、地方自治法（昭和22年法律第67号。

以下「法」という。）第218条第４項の規定に基づいて弾力条項の

適用を受けることができる特別会計について、予算外の支出を行

う必要があると認めるときは、弾力条項適用見積書を総務部長に

提出しなければならない。 

２ 経営支援本部長は、前項の規定により弾力条項適用見積書が提

出されたときは、その内容を審査して必要な調整を行ったうえで

知事の決裁を受け、その結果を本庁等の各課の長に通知しなけれ

ばならない。 

２ 総務部長は、前項の規定により弾力条項適用見積書が提出され

たときは、その内容を審査して必要な調整を行ったうえで知事の

決裁を受け、その結果を本庁等の各課の長に通知しなければなら

ない。 

（継続費の逓次繰越し） （継続費の逓次繰越し） 

第35条 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、継続費に係る経費につ

いて逓次繰越しをしようとするときは、翌年度の４月20日までに、

継続費繰越計算書を経営支援本部長に提出しなければならない。 

第35条 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、継続費に係る経費につ

いて逓次繰越しをしようとするときは、翌年度の４月20日までに、

継続費繰越計算書を総務部長に提出しなければならない。 

２ 経営支援本部長は、前項の規定により継続費繰越計算書が提出

されたときは、直ちに知事の決定を受け、その結果を本庁等の各

課の長及びかい
、、
の長に通知しなければならない。 

２ 総務部長は、前項の規定により継続費繰越計算書が提出された

ときは、直ちに知事の決定を受け、その結果を本庁等の各課の長

及びかい
、、
の長に通知しなければならない。 

３ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、継続費に係る継続年度が終

了したときは、翌年度の６月10日までに、継続費精算報告書を経

営支援本部長に提出しなければならない。 

３ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、継続費に係る継続年度が終

了したときは、翌年度の６月10日までに、継続費精算報告書を総

務部長に提出しなければならない。 

（繰越明許費に係る経費の繰越し及び事故繰越し） （繰越明許費に係る経費の繰越し及び事故繰越し） 
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第36条 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、繰越明許費に係る経費

について繰越しをしようとするときは、その都度指定する期日ま

でに、繰越明許費繰越要求書を経営支援本部長に提出しなければ

ならない。 

第36条 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、繰越明許費に係る経費

について繰越しをしようとするときは、その都度指定する期日ま

でに、繰越明許費繰越要求書を総務部長に提出しなければならな

い。 

２ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、法第220条第３項ただし書の

規定による事故繰越しを必要とするときは、その都度指定する期

日までに、事故繰越要求書を経営支援本部長に提出しなければな

らない。 

２ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、法第220条第３項ただし書の

規定による事故繰越しを必要とするときは、その都度指定する期

日までに、事故繰越要求書を総務部長に提出しなければならない。 

３ 経営支援本部長は、前２項の規定により繰越明許費繰越要求書

又は事故繰越要求書が提出されたときは、その内容を審査のうえ

知事の決定を受け、その結果を本庁等の各課の長及びかい
、、
の長に

通知しなければならない。 

３ 総務部長は、前２項の規定により繰越明許費繰越要求書又は事

故繰越要求書が提出されたときは、その内容を審査のうえ知事の

決定を受け、その結果を本庁等の各課の長及びかい
、、
の長に通知し

なければならない。 

４ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、前項の規定により決定を受

けたときは、翌年度の５月31日までに、繰越明許費に係る経費に

あっては繰越明許費繰越計算書を、事故繰越しに係る経費にあっ

ては事故繰越計算書を経営支援本部長に提出しなければならな

い。 

４ 本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、前項の規定により決定を受

けたときは、翌年度の５月31日までに、繰越明許費に係る経費に

あっては繰越明許費繰越計算書を、事故繰越しに係る経費にあっ

ては事故繰越計算書を総務部長に提出しなければならない。 

５ 経営支援本部長は、前項の規定により繰越明許費繰越計算書又

は事故繰越計算書が提出されたときは、直ちに知事の決定を受け、

その結果を本庁等の各課の長及びかい
、、
の長に通知しなければなら

ない。 

５ 総務部長は、前項の規定により繰越明許費繰越計算書又は事故

繰越計算書が提出されたときは、直ちに知事の決定を受け、その

結果を本庁等の各課の長及びかい
、、
の長に通知しなければならな

い。 

（合議） （合議） 

第37条 本庁等の各課の長（組織規則第２条又は佐賀県教育庁組織

規則第２条に規定する企画・経営グループ（以下この条において

単に「企画・経営グループ」という。）及び企画・経営グループが

置かれていない本庁等の各課の長を除く。）は、予算執行に関する

第37条 本庁等の各課の長は、予算執行に関する事項について、そ

の属する部又は教育委員会の主管課の長が別に定める基準によ

り、当該主管課の長に合議しなければならない。 
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事項について、その属する本部又は教育委員会の企画・経営グル

ープの長が別に定める基準により、当該企画・経営グループの長

に合議しなければならない。 

（予算執行状況の調査等） （予算執行状況の調査等） 

第38条 経営支援本部長は、予算執行の適正な運用を期するため、

収支等命令者に対し、その執行状況について報告を求め、又は随

時必要な調査をすることができる。 

第38条 総務部長は、予算執行の適正な運用を期するため、収支等

命令者に対し、その執行状況について報告を求め、又は随時必要

な調査をすることができる。 

（予算執行成果の報告） （予算執行成果の報告） 

第39条 本部長は、翌年度の７月31日までに、予算執行成果説明書

を統括本部長に提出しなければならない。 

第39条 部長は、翌年度の７月31日までに、予算執行成果説明書を

政策部長に提出しなければならない。 

（現金の直接収納） （現金の直接収納） 

第47条 略 第47条 略 

１～５ 略 １～５ 略 

６ 会計管理者又は委任出納員は、納入通知書等又は返納通知書等

により諸収入金又は返納金を収納したときは、納入通知書兼領収

証書又は返納通知書兼領収証書に現金領収日付印を押してこれを

納入義務者に交付するとともに、収納した諸収入金又は返納金に

現金払込書並びに納入書及び納入領収済通知書又は返納書及び返

納領収済通知書を添えて、翌日までに、これを指定金融機関等に

払い込み、当該指定金融機関等から現金払込領収証書を受領しな

ければならない。ただし、高等学校その他の県立学校において授

業料を収納したときは、納入書及び納入領収済通知書に代えて、

現金払込領収済通知書を添えなければならない。 

６ 会計管理者又は委任出納員は、納入通知書等又は返納通知書等

により諸収入金又は返納金を収納したときは、納入通知書等全て

又は返納通知書等全てに現金領収日付印を押して納入通知書兼領

収証書又は返納通知書兼領収証書を納入義務者に交付するととも

に、収納した諸収入金又は返納金に現金払込書並びに納入書及び

納入領収済通知書又は返納書及び返納領収済通知書を添えて、翌

日までに、これを指定金融機関等に払い込み、当該指定金融機関

等から現金払込領収証書を受領しなければならない。ただし、高

等学校その他の県立学校において授業料を収納したときは、納入

書及び納入領収済通知書に代えて、現金払込領収済通知書を添え

なければならない。 

７ 出納員又は経理員は、第45条第１項又は第３項の規定により納

入通知書等又は返納通知書等を送付した諸収入金又は返納金を納

入義務者又は返納義務者から旅行して直接収納したときは、納入

７ 出納員又は経理員は、第45条第１項又は第３項の規定により納

入通知書等又は返納通知書等を送付した諸収入金又は返納金を納

入義務者又は返納義務者から旅行して直接収納したときは、原則
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書及び納入領収済通知書又は返納書及び返納領収済通知書（以下

この項において「納入書等」という。）を回収し、第２項の領収

証書を納入義務者又は返納義務者に交付し、当該諸収入金又は返

納金に納入書等を添えて、これを会計管理者又は委任出納員に引

き継がなければならない。この場合において、会計管理者又は委

任出納員は、引き継いだ諸収入金又は返納金及び納入書等に現金

払込書を添えて、これを指定金融機関等に払い込み、当該指定金

融機関等から現金払込領収証書を受領しなければならない。 

として、納入書及び納入領収済通知書又は返納書及び返納領収済

通知書（以下この項において「納入書等」という。）を回収し、

第２項の領収証書を納入義務者又は返納義務者に交付し、当該諸

収入金又は返納金に納入書等を添えて、これを会計管理者又は委

任出納員に引き継がなければならない。この場合において、会計

管理者又は委任出納員は、引き継いだ納入書等全てに現金領収日

付印を押し、諸収入金又は返納金及び納入書等に現金払込書を添

えて、これを指定金融機関等に払い込み、当該指定金融機関等か

ら現金払込領収証書を受領しなければならない。 

８ 略 ８ 略 

（不納欠損処分） （不納欠損処分） 

第52条 収支等命令者は、調定された収入に係る債権が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、不納欠損処分伺書を作成し、

本部長の決裁を受けなければならない。 

第52条 収支等命令者は、調定された収入に係る債権が次の各号の

いずれかに該当すると認めるときは、不納欠損処分伺書を作成し、

部長の決裁を受けなければならない。 

(1)～(3) 略  (1)～(3) 略  

２・３ 略 ２・３ 略 

（支出負担行為の変更又は取消し） （支出負担行為の変更又は取消し） 

第59条 略 第59条 略 

２ 前項に規定する支出負担行為の変更については、別に定めると

ころにより本部長又は本庁等の各課の長が専決することができ

る。 

２ 前項に規定する支出負担行為の変更については、別に定めると

ころにより部長又は本庁等の各課の長が専決することができる。 

 （直接払）  （直接払） 

第64条 略 第64条 略 

２ 会計管理者は、前項の規定にかかわらず、本庁等においては次

に定める手続により直接払をすることができる。この場合におい

ては、当日分の支払済合計額を記載した資金決済通知書を取引店

２ 会計管理者は、前項の規定にかかわらず、本庁等の各課におい

ては次に定める手続により直接払をすることができる。この場合

においては、当日分の支払済合計額を記載した資金決済通知書を
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改正前 改正後 

に送付し、取引店から資金決済済書を受領しなければならない。 取引店に送付し、取引店から資金決済済書を受領しなければなら

ない。 

 (1)～(3) 略  (1)～(3) 略 

３・４ 略 ３・４ 略 

（資金前渡をすることができる経費） （資金前渡をすることができる経費） 

第70条 略 第70条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 前項第１号の規定にかかわらず、令第161条第１項第１号（常時

の費用に係るものに限る。第76条の２において同じ。）及び第11

号並びに第１項第６号及び第８号に掲げる経費については、３月

分を限度として、その資金を前渡することができる。 

３ 前項第１号の規定にかかわらず、令第161条第１項第１号（常時

の費用に係るものに限る。第76条の２において同じ。）及び第11

号並びに第１項第６号、第８号及び第12号に掲げる経費について

は、３月分を限度として、その資金を前渡することができる。 

（給与等の資金を前渡される者） （給与等の資金を前渡される者） 

第72条 略 第72条 略 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 小学校及び中学校 事務職員で在職年数３年以上のもの（当

該事務職員が２人以上配置されている小学校及び中学校にあっ

ては上席の事務職員、当該事務職員が配置されていない小学校

及び中学校にあっては校長） 

(5) 小学校、中学校及び義務教育学校 事務職員で在職年数３年

以上のもの（当該事務職員が２人以上配置されている小学校、

中学校及び義務教育学校にあっては上席の事務職員、当該事務

職員が配置されていない小学校、中学校及び義務教育学校にあ

っては校長） 

２ 略 ２ 略 

（前渡資金の出納及び保管） （前渡資金の出納及び保管） 

第74条 資金を前渡された者は、直ちに支払を要する場合及び特別

の理由がある場合を除き、当該資金を最寄りの金融機関に預け入

れ、又は金庫で保管するとともに、第70条第１項第19号に掲げる

経費を除き、現金出納簿により整理しなければならない。 

第74条 資金を前渡された者は、直ちに支払を要する場合及び特別

の理由がある場合を除き、当該資金を最寄りの金融機関に預け入

れ、又は金庫で保管するとともに、随時の費用に係るものを除き、

現金出納簿により整理しなければならない。 

２ 略 ２ 略 
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改正前 改正後 

（繰替払をすることができる経費） （繰替払をすることができる経費） 

第80条 令第164条第５号の規則で定める経費は、次の各号に掲げる

経費とし、同号の規則で定めるその支払について繰り替えて使用

することのできる収入金は、それぞれ当該各号に掲げる収入金と

する。 

第80条 令第164条第５号の規則で定める経費は、次の各号に掲げる

経費とし、同号の規則で定めるその支払について繰り替えて使用

することのできる収入金は、それぞれ当該各号に掲げる収入金と

する。 

(1) 生産品売払の委託手数料 当該委託により収納した収入金 (1) 生産品又は売払いを目的とする物品の売払いに伴う委託手

数料 当該委託により収納した収入金 

(2) 略  (2) 略 

（契約事務の事前承認） （契約事務の事前承認） 

第100条 略 第100条 略 

２ 本部長、本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、前項の規定にかか

わらず、別表第１に掲げる契約で同欄に定める金額の範囲内のも

のに係る前項の承認に関する事務については、常時決裁すること

ができる。 

２ 部長、本庁等の各課の長及びかい
、、
の長は、前項の規定にかかわ

らず、別表第１に掲げる契約で同欄に定める金額の範囲内のもの

に係る前項の承認に関する事務については、常時決裁することが

できる。 

 （公示）  （公示） 

第125条 知事は、第２条第16号及び第17号に規定する取引店及び緊

急支払店を公示する場合においては、当該取引店及び緊急支払店

の位置並びに取引及び緊急支払を行う本庁等及びかい
、、
についても

併せて公示するものとする。 

第125条 知事は、第２条第16号及び第17号に規定する取引店及び緊

急支払店を公示する場合においては、当該取引店及び緊急支払店

の位置並びに取引及び緊急支払を行う本庁等の各課及びかい
、、
につ

いても併せて公示するものとする。 

（歳入歳出外現金の受入れ） （歳入歳出外現金の受入れ） 

第134条 略 第134条 略 

２・３ 略 ２・３ 略 

４ 会計管理者又は委任出納員は、納入通知書等により歳入歳出外

現金を直接収納したときは、納入通知書兼領収証書に現金領収日

付印を押してこれを納入者に交付したうえ収支等命令者に通知す

るとともに、当該歳入歳出外現金に現金払込書並びに納入書及び

４ 会計管理者又は委任出納員が、納入通知書等により歳入歳出外

現金を直接収納したときの手続については、第47条第６項の規定

の例による。 
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改正前 改正後 

納入領収済通知書を添えて、直ちにこれを指定金融機関等に払い

込み、当該指定金融機関等から現金払込領収証書を受領しなけれ

ばならない。 

５～９ 略 ５～９ 略 

 （払出し）  （払出し） 

第161条 略 第161条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 委任出納員又は物品出納員は、生産品を売却する場合は、前項

に規定する手続のほか、販売伝票を作成しなければならない。 

３ 委任出納員又は物品出納員は、生産品を売却する場合は、前項

に規定する手続のほか、販売伝票を作成しなければならない。ただ

し、知事が別に定める場合は、この限りではない。 

 （証拠書類の編さん）  （証拠書類の編さん） 

第194条 次の各号に掲げる証拠書類は、当該各号に掲げる方法によ

り１月分ごとに表紙を付して編さんしなければならない。 

第194条 次の各号に掲げる証拠書類は、当該各号に掲げる方法によ

り１月分ごとに表紙を付して編さんしなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 請求書、支払（戻出）額調書、領収書及び精算書 年度別及

び会計別並びに本庁等にあっては本庁等の各課別に区分し、区

分したものについては取扱日付順とすること。 

(2) 請求書、支払（戻出）額調書、領収書及び精算書 年度別及

び会計別に区分し、区分したものについては取扱日付順とする

こと。 

２ 略 ２ 略 

 別表第１中「本部長」を「部長」に改める。 

 別表第１の17の項中「登記嘱託書の写し」を「全部事項証明書、土地引渡検査確認調書」に、 

「 
  

を 

「 
  

に改める。 

土地は、所在地、地目、地番、地積、

単価、金額、移転登記年月日及び番号 

家屋は、所在地、種別、面積、単価、

金額、移転登記年月日及び番号 

 
 

 (1) 土地は、所在地、地目、地番、

地積、単価、金額、移転登記年月日及

び番号 

(2) 家屋は、所在地、種別、面積、

単価、金額、移転登記年月日及び番号 
 

 

 

 

」 」 
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 別表第１の22の項中「物件移転確認調書」を「物件移転検査確認調書」に、 

「 
  

賠償金 

    全額 全額 

100 万円

未満 

請 求 の

あ っ た

とき 

請 求 の

あ っ た

額 

請 求 書

（ 判 決

謄 本 又

は 和 解

書 を 添

付 す る

こと。） 

    

１ 件 の

金 額 が

100 万円

を 超 え

る経費 

  

判 決 謄

本 又 は

和解書 

        

 

 

 

 

 を  

 」  

 

「 
  

賠償金 

確定判決及び裁判

上の和解、調停そ

の他確定判決と同

一の効力を有する

もの 

    全額 全額 
100 万円

未満 

支 出 決

定 の と

き 

支 出 し

よ う と

する額 

判決謄本

又は和解

書等 

    

１ 件 の

金 額 が

100 万円

を 超 え

る経費 

支 払 額

調書 

判 決 謄

本 又 は

和 解 書

等     
  

上記以外のもの 

    全額 全額 
100 万円

未満 

請 求 の

あ っ た

とき 

請 求 の

あ っ た

額 

請求書又

は和解書

等 

    

１ 件 の

金 額 が

100 万円

を 超 え

る経費 

請求書 
和 解 書

等 
        

 

 

 

 

 に  

 」 
 

改める。 
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次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

別表第２ 別表第２ 

会計管理者の事務執行区分表 会計管理者の事務執行区分表 

区分 委任事務 

出

納

員 

本庁等の各課（出納局及び

税務課においては、庶務担

当の係長に限る。） 

 略 

税務課及び県税事務所  略 

 略 

区分 補助執行事務 

出

納

員 

本庁等の各課（出納局及び

税務課においては、庶務担

当の係長に限る。） 

 略 

 略 

 略 
 

 区分 委任事務 

出

納

員 

本庁等の各課（出納局及び

税政課においては、庶務担

当の係長に限る。） 

 略 

税政課及び県税事務所  略 

 略 

区分 補助執行事務 

出

納

員 

本庁等の各課（出納局及び

税政課においては、庶務担

当の係長に限る。） 

 略 

 略 

 略 
 

注 略 注 略 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の佐賀県財務規則別表第１の17の項及び22の項の規定は、平成28年度以降の予算（同年度に繰り越された平成27年

度以前の予算を含む。）に係る財務に関する事務の処理について適用し、平成27年度以前の予算（平成28年度に繰り越された平成27年度以

前の予算を除く。）に係る財務に関する事務の処理については、なお従前の例による。 

  

 


